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いのちを守る 
 
下記は２００９年の衆議院議員選挙
で私が皆様に訴えた政策をそのまま
抜粋したものです。その後の取り組
みについて報告させていただきます。 

 

関係者の積極的な取り組みで 

自殺者数は着実に減少 

  ＮＰＯ「自殺対策支援センタ

ー・ライフリンク」の清水康之代

表は、東京マラソンのスタートを

ビルの屋上から撮影した動画を使

って自殺の深刻さを訴えています。

東京マラソンの参加者数は我が国

の年間の自殺者数とほぼ同じ３万

数千人なのです。 

  この動画には、東京マラソンの

参加者がスタート地点を広い道路

いっぱいにひしめくように走る様

子が映っていて、全員がスタート

地点を通過するまで何と２０分も

かかっています。これを見ると、

３万人の命の重さが具体的にわか

り、私も大きな衝撃を受けました。

我が国に生まれ、我が国に住んで

いて自ら命を絶つ人が多いという

のは政治の失敗です。 

私は野党時代から自殺対策を積

極的に国会で取り上げてきました。

２００９年２月２４日と５月１１

日の予算委員会では質問者となり、

「自殺対策予算を十分に取るべき

ではないか」と政府に対して強く

要求しました。同年９月の政権交

代後には、私は内閣府副大臣に就

任して自殺対策も担当し、今度は
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１９５６年埼玉県生まれ。きたもと幼稚園、中丸小学校、北本

中学校、京華高等学校、早稲田大学法学部卒業。日本鋼管（現

ＪＦＥスチール）にて 14 年間勤務。その後、ソニー生命にて

営業職を5年間勤める。2000年 6月に民主党公募候補として

衆議院初当選。元内閣府副大臣。2012 年 4月～総務副大臣。 

 

家族を守る力になりたい 

大島あつし 
 

衆議院議員 

２００９年の衆議院議員選挙で訴えた
政策をそのまま抜粋・掲載しました。 
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政府の立場で先頭に立って自殺対

策を推進してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして、多くの方々に協力して

頂き、政権交代以降、毎年約千人

ずつ減少しています。今年も１～

９月までの自殺者数は前年より減

少しており、このままで推移すれ

ば、今年の自殺者数は１５年ぶり

に３万人を下回ると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政権交代後１００億円の 

対策予算を確保 

さて、私が内閣府副大臣になって、

まず取り組んだのが自殺対策予算

の確保です。前政権は自殺対策予

算として１００億円の予算を組ん

でいたのですが、政権交代直後の

予算編成において新政権は「前政

権がつくった予算はできるだけ見

直す」という方針を立てていまし

た。この方針に従うと１００億円

から大幅に減額されてしまいます。

しかし、私は内閣府の政務三役（大

臣・副大臣・政務官）の打ち合わ

せで「１００億円でも少ないくら

いなのだから残すべきである」と

強調し、１００億円の自殺対策予

算をそのまま確保することができ

たのです。そして、各都道府県に

自殺対策予算として配分され、こ

こでようやく日本においての本格

的な自殺対策が始まったと言えま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野党の時から自殺対策について国会で
取り上げてきました。委員会でも抜本
的な対策が必要と訴えてきました。 

 

 

資料:内閣府・警察庁「平成 23 年中における自殺の状況」（抜粋） 
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自殺対策担当の内閣府副大臣、現在は
総務副大臣として、いのちを守るため
に関係者の識見を総動員し対策をま
とめ実行にうつしています。 

自殺対策推進会議 
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自殺のピークに 

対応するための取り組み 

 １年のうちで自殺者数が特に増

えるのが３～５月と９～１１月で

す。自殺対策としてはまずこの２

つのピークに対応することに取り

組みました。その１つが、内閣府

政務三役等で構成される「自殺対

策緊急戦略チーム」（私は自殺対策

担当副大臣として参加）が２００

９年１１月に打ち出した「自殺対

策１００日プラン」です。 

「自殺が増加する３月を自殺対

策強化月間にして、３月までの１

００日間で実施すべき４つの緊急

的施策を行う」というものです。

４つの緊急的施策として、①自殺

実態（地域別・時期別・職業別・

年代別）に基づく対策の立案、②

失業者や経営者等のハイリスク群

を対象とした総合支援、③自殺が

多発するハイリスク地域を拠点に

した総合支援、④支援策を最大限

活用するためのパンフレット等の

開発、を展開しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて２０１０年２月には、１

００日プランを踏まえ、社会全体

で自殺対策に取り組むことを柱と

した「いのちを守る自殺対策緊急

プラン」を政府として決定しまし

た。併せて、内閣府では前年の自

殺統計データ(暫定値)の提供を警

察庁から受けて地方公共団体ごと

に性別・年代・原因・動機・職業・

場所等の状況を整理し公表しまし

た。また、毎月のデータも警察庁

から提供され、それを受けて内閣

府が集計・公表を行うことで、対

策を効果的に打てるようになりま

した。 

プランに基づいて行った具体的

な対策としては、テレビやラジオ

等のマスメディアを使っての集中

的な広報活動、全国のハローワー

クでの心の健康相談、商工会議

所・都道府県商工会連合会に設置

 

ＪＲの各駅や司法書士会等多くの
方にご協力いただき、ポスターやテ
レビでの広報キャンペーンを全面
的に展開しました。このような取り
組みは政府としては始めての試み
でした。 



 

されている経営安定特別相談室で

の中小企業経営者向け法律相談な

どが挙げられます。私も弁護士会

や司法書士会、中小企業庁などに

直接出向き協力をお願いするとと

もに、東京 FM の番組にも出演し

て自殺対策の大切さについて訴え

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災被災者への 

支援を充実させる 

  以上のような対策を実施した結

果、２００９年以降、２０１０年、

２０１１年と毎年千人を超えて自

殺者が減少してきました。２０１

１年の自殺者数は３万０６５１人

と前年に比べて１０３９人（３.

３％）の減少であり、３万人を割

り込む水準まで下がってきたので

した。 

  ２０１１年の月別の自殺者数は

３月までは前年同月に比べて減少

していたのですが、４月から増加

に転じ、５月には大幅増となって

しまいました。東日本大震災によ

る心理的な影響や経済状況が悪化

したことも原因として考えられま

す。こうした事態を受けて、２０

１１年度第３次補正予算で地域自

殺対策緊急強化基金について、積

み増し分３７億円を計上するとと

もに２０１２年度末まで期限を延

長しました。目下、被災者の心の

ケア対策や孤立化防止のサロン活

動、相談窓口、訪問支援等の整備、

復旧、震災関連自殺の予防対策等

を被災３県（岩手・宮城・福島）

を含む全国で積極的に展開してい

ます。 

一人でも多くの命を救うために

は、相手を思う多くの方の協力が

必要です。一人ひとりに「居場所

と出番」がある社会をつくるため

に、これからもたゆまず取り組ん

で参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＦＭ東京のラジオ番組「中山秀征のジ
ャパリズム」に出演し、政府で取り組
んでいる自殺対策を訴えました。 

 

 

働き盛りの年代の方に関心を持って
もらおうと、サラリーマンへの啓発キ
ャンペーンをおこないました。本人の
自覚や周りの人の気付きのきっかけ
になれば、との思いです。 

ＪＲ新橋駅前 


